
改革実行プランアクションプログラム 企画部秘書広報課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

「市長への手紙」のデータベース化

　「市長への手紙」として寄せられている市民の提案、苦
情、要望等について、内容と対応をデータベース化（注１０）

し、ホームページ等で公開し、市政に反映させます。

企画部(秘書広報
課)

検討
実施
（公開）

実施
（公開）

実施
（公開）

実施
（公開）

月

５月～９月

１０月

11月

１２～２月

３月

4月

５月

６月

４月

５月

６月～3月

４月

５月

６月～3月

４月

５月

６月～3月

17年度に寄せられた市長への手紙を公開する。

平成２１
年度

前年度に寄せられた市長への手紙分野別集計表の公表

前年度に寄せられた市長への手紙を公開する。

以下順次当該年度の前々月分の市長への手紙を公開する。

前年度に寄せられた市長への手紙を公開する。

以下順次当該年度の前々月分の市長への手紙を公開する。

前年度に寄せられた市長への手紙分野別集計表の公表

試行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

１８年度からの公開に向け、手紙の内容をパソコンに随時入力するとともに、公開内容について内部協
議、検討を行う。

17年度に寄せられた市長への手紙分野別集計表の公表

年度

平成１７
年度

以下順次当該年度の前々月分の市長への手紙を公開する。

以下順次当該年度の前々月分の市長への手紙を公開する。

前年度に寄せられた市長への手紙分野別集計表の公表

18年度4月分の市長への手紙を公開する。

公開要領を作成する。　［要領作成にあっての留意点：具体的な場所や組織が明確になることにより、個
人が特定できることのないように配慮する。個人を誹謗中傷するものは除く。等］

平成17年度上半期（4月～9月）市長への手紙を分野別に整理する。［例：行政・窓口サービス、土木、都
市整備、健康福祉、教育、環境、市民生活]

よくある事例　QandA　を作成し、市政への提言・意見等の参考例とする。

検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

【具体的な取組み（改革実施項目）】

平成１８
年度

平成１９
年度

平成２０
年度

前年度に寄せられた市長への手紙を公開する。

①　市民参画・市民主導の仕組みづくり
　
  地方分権の時代にふさわしく、市民満足度の高い自治体を目指すため
には、市民参画・市民主導によるまちづくりの推進が重要です。そのため
に、市政への参加を保証する制度など、市民の声が市政に反映できる仕
組みづくりを進めます。

（１）市民と行政の協働の推進

１ 担当課長　吉田康彦　内線２０６



改革実行プランアクションプログラム 企画部企画政策課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

（仮称）自治基本条例（まちづくり基本
条例）の制定

　自治の基本原則や行政の基本ルールな
どを定めた（仮称）自治基本条例を制定し、
市民が市政に参加する機会を条例化により
保証します。

企画部(企画政策
課)

検討 （策定）
実施
（策定）

実施 実施

月

5月～7月

6月～7月

8月～9月

10月～

4月～

9月

1月

市民委員公募、職員研究会募集、選考

策定協議会発足、勉強会

　　　課題の抽出を行い、参加手法等についての勉強会を実施する。

平成１７年度

＊流山市の"憲法″に価する条例を策定する意味からも、市民・行政・議会の持つ役割、責任を
十分認識し、かつ、市民委員等公募委員の募集に際しても、公平・公正を保てるように配慮
し、徹底した市民参加により策定作業を進めていきたい。

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

手法・スケジュール等の検討

庁内関係部局との協議

検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

【具体的な取組み（改革実施項目）】

①　市民参画・市民主導の仕組みづくり
　
  地方分権の時代にふさわしく、市民満足度の高い自治体を目指
すためには、市民参画・市民主導によるまちづくりの推進が重要で
す。そのために、市政への参加を保証する制度など、市民の声が市
政に反映できる仕組みづくりを進めます。

（１）市民と行政の協働の推進

平成１８年度

勉強会・ワークショップ開催

　　　徹底した市民参加（市民主体）による作成を目指す。

　　　策定プロセスに一人でも多くの市民の方を関与（他の手法についても検討）

　　　会議録等については、徹底した情報公開を行う（ホームページ、広報紙等）

平成１９年度
条例案提出

条例施行（平成２０年１月）

平成２１年度

平成２０年度

２ 担当課長　石井　泰一　内線２２１



改革実行プランアクションプログラム 企画部企画政策課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

パブリックコメント制度（注１１）の導入

　市民生活に大きな影響のある計画や制
度の策定などを対象に市民から意見を求め
施策を決定するパブリックコメント制度を導
入し、政策立案に市民の意見を反映させま
す。

企画部（企画政策
課）

検討
実施
(導入）

実施 実施 実施 実施

月

4月～5月

6月～9月

11月

1月

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

先進市の情報収集

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

①　市民参画・市民主導の仕組みづくり
　
  地方分権の時代にふさわしく、市民満足度の高い自治体を目
指すためには、市民参画・市民主導によるまちづくりの推進が重要
です。そのために、市政への参加を保証する制度など、市民の声
が市政に反映できる仕組みづくりを進めます。

（１）市民と行政の協働の推進

【具体的な取組み（改革実施項目）】 検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

平成１７年度

　市の基本的な政策等の決定に当たり、政策等の趣旨、目的、内容等の必要な事項を広く公
表し、公表したものに対する市民等からの意見の提出を受け、市民等から提出された意見等
の概要、意見等の採否、その理由等を公表する。

平成２０年度

平成２１年度

平成１９年度

平成１８年度

関係部局との事前協議・要綱案検討

パブリックコメント手続要綱策定

パブリックコメント制度の実施

３
担当課長　石井　泰一　内線２２１



改革実行プランアクションプログラム 企画部行政改革推進課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

審議会等公募枠の拡大

　各審議会等の公募委員枠の拡大について検討し、審議
会等の活性化と市民参画を推進します。

企画部（行政改
革推進課）、関係
課共通

検討
実施

実施 実施 実施 実施

月

8月

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

【具体的な取組み（改革実施項目）】 検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

（１）市民と行政の協働の推進

①　市民参画・市民主導の仕組みづくり
　
  地方分権の時代にふさわしく、市民満足度の高い自治体を目指すた
めには、市民参画・市民主導によるまちづくりの推進が重要です。そのた
めに、市政への参加を保証する制度など、市民の声が市政に反映でき
る仕組みづくりを進めます。

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

平成１７
年度

「審議会等の委員の選任等に関する指針」の見直しを検討。

＊付属機関総数（Ｈ１７年度末現在４６機関）に対し、５０％以上の付属機関（Ｈ17年度は１０機関が公募
委員を採用）での公募採用を目指す。また、法令等により、専門知識を有するもの等、委員に資格要件が設
定されていない限り、公募委員枠の拡大に努めていく。
＊公募委員の募集にあたっては、付属機関の目的を分りやすく周知し、また、選考基準を公表するなど、公
平・公正な選考に努めていく。
＊現在の指針は、個々の付属機関単位で「委員定数の３分の１を目途に可能な限り公募による委員の登用に
努める」旨を定めている。

審議会を主管している担当課等を対象としたヒアリングを実施。（統廃合の可能性・公募の実施を要請）

統廃合の必要があれば「流山市付属機関に関する条例」等関係条例を改正する。
委員の選任・改正を予定している付属機関は積極的に公募委員の採用を実行する。

平成１８
年度

４月
以降
随時

委員の選任・改正を予定している付属機関は積極的に公募委員の採用を実行する。

平成１９
年度

４月
以降
随時

委員の選任・改正を予定している付属機関は積極的に公募委員の採用を実行する。

＊（仮称）自治基本条例等の策定にあわせ、付属機関の見直しを検討。

平成２０
年度

４月
以降
随時

委員の選任・改正を予定している付属機関は積極的に公募委員の採用を実行する。

平成２１
年度

４月
以降
随時

委員の選任・改正を予定している付属機関は積極的に公募委員の採用を実行する。

４
担当課長　染谷郁　内線２３１



改革実行プランアクションプログラム 市民生活部コミュニティ課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

ＮＰＯ等とのガイドラインの策定及び協働の促進

　ＮＰＯ等との協働の推進及びアウトソーシングなど協働の
推進にあたり、ＮＰＯ等との協働についてのガイドラインを策
定します。

市民生活部（コ
ミュニティ課）、全
課共通

検討
実施
（策定）

実施 実施 実施 実施

月

～４月

５月

６月

７月
庁内検討委員会　ガイドライン及び指針の素案公表
（意見収集）

８月

９月

随時

随時

随時

随時

平成２１
年度

協働事業の促進

平成２０
年度

協働事業の促進

平成１９
年度

協働事業の促進

平成１８
年度

協働事業の促進

②　市民・団体・事業者等との連携・協働のあり方についての
検討

　市民・団体・事業者など地域との連携を強化するとともに、連携・協働
のあり方について検討し、市民・事業者と行政の役割分担、協働のルー
ルを確立します。

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

平成１７
年度

市民会議により提言書作成

市民会議から提言書受理　　庁内検討委員会

庁内検討委員会

庁内検討委員会で最終案決定

ガイドライン及び指針の公表

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

【具体的な取組み（改革実施項目）】 検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

（１）市民と行政の協働の推進

５ 担当課長　松川修　内線３１０



改革実行プランアクションプログラム 市民生活部コミュニティ課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

市民生活部（コ
ミュニティ課）

検討
実施
(設置）

実施 実施 実施 実施

月

4～6月

7～9月

8月～

1月～

4月

9月

１月

9月

9月

9月

・支援センター機能の素案を整理し、市民団体等から意見収集

・支援センター設置に関する法整備　　　　・次年度イベント企画案作成

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

（１）市民と行政の協働の推進

【具体的な取組み（改革実施項目）】 検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

②　市民・団体・事業者等との連携・協働のあり方についての検
討
　市民・団体・事業者など地域との連携を強化するとともに、連携・協働
のあり方について検討し、市民・事業者と行政の役割分担、協働のルー
ルを確立します。

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

（仮称）市民活動支援センターの設置
・市民活動についての情報発信を行うとともに市民の公益活動を支
援するため、新たに（仮称）市民活動支援センターを設置します。
市民公益活動支援制度の導入
・新たに公益的な市民活動を助成するため、支援制度を創設し、市
民と行政との協働を推進します。
各種市民ボランティア制度の導入
・各種の事業を市民と連携して推進していくため、個人・団体等の各
種ボランティア制度の導入を進めます。
※上記の各事業は関連深いため総合的にまとめて実施したい

・支援センター利用登録呼びかけ。部屋等の貸し出し予約受付。・利用者マニュアル作成

平成１８
年度

・支援センターのオープン

・市民公益活動を育てるための支援策の調査検討（随時）

・協働まちづくり普及フォーラム開催

・協働まちづくり普及フォーラム開催

・協働まちづくり活動（事業）に結びつく市民公益活動を育てるための支援策の調査検討（随時）

平成１７
年度

＊団塊の世代が退職時期を迎える「２００７年問題」に対応するためにも、ボランティア活動を含めた
市民活動について、市民と行政が情報を共有化し、各課と連携を取りながら研究していきたい。

・支援センターの機能について庁内で協議　　　・ボランティア制度の調査検討

平成１９
年度 ・協働まちづくり普及フォーラム開催

平成２０
年度 ・協働まちづくり普及フォーラム開催

平成２１
年度 ・協働まちづくり普及フォーラム開催

６ 担当課長　松川修　内線３１０



改革実行プランアクションプログラム 企画部秘書広報課
企画部企画政策課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

タウンミーティングの拡充（市民への説明・意見交換の促
進）

　市民との対話・意見交換を通じて、お互いに理解を深め、
その成果を市政に反映させるため、タウンミーティングの拡充
について検討し、実施します。

企画部（秘書広報
課、企画政策
課）、関係各課

検討
実施

実施 実施 実施 実施

月

４月～５月

７月～９月

10月～11月

４月～５月

７月～９月

10月～11月

４月～５月

７月～９月

10月～11月

４月～５月

７月～９月

10月～11月

４月～５月

７月～９月

10月～11月

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

【具体的な取組み（改革実施項目）】 検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

（２）情報公開と透明性の確保

①　情報共有化の推進

　市民の参画・協働によるまちづくりを推進するうえで必要な市政に対する理
解と信頼を深めるため、市民と情報を共有できる体制を整備します。

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

平成１７
年度

Ｈ１６年度から、テーマや対象者等限定しないフリー方式のタウンミーティングに加え、課題別、地域別、対
象別で実施中。

課題や地域・対象者を限定しない市民なら誰でも参加できるフリーの方式のタウンミーティングを市内５会場
で開催する。

地区別（東初石、八木南、東部地区で）に自治会役員等の地域住民を対象としたタウンミーティングを開催す
る。

テーマを絞ったタウンミーティングを市内４会場（北部・中部・南部・東部）で開催する。本年度はテーマ
を、「高齢者問題」高齢者総合計画案等についてを予定。

平成１８
年度

※　基本的には、前年度と同様のスタイルで開催するが、タウンミーティングに関するニーズに応え、内容の
充実に努めていく。

フリー方式のタウンミーティングを市内４～５会場で実施する。

対象者、地区限定のタウンミーティングを市内３地区で開催する。

テーマを絞ったタウンミーティングを市内４～５会場で開催し、次年度予算や今後の施策展開などに反映させ
ていく。

平成１９
年度

※　基本的には、前年度と同様のスタイルで開催するが、タウンミーティングに関するニーズに応え、内容の
充実に努めていく。

フリー方式のタウンミーティングを市内４～５会場で実施する。

対象者、地区限定のタウンミーティングを市内３地区で開催する。

テーマを絞ったタウンミーティングを市内４～５会場で開催し、次年度予算や今後の施策展開などに反映させ
ていく。

平成２０
年度

※　基本的には、前年度と同様のスタイルで開催するが、タウンミーティングに関するニーズに応え、内容の
充実に努めていく。

フリー方式のタウンミーティングを市内４～５会場で実施する。

対象者、地区限定のタウンミーティングを市内３地区で開催する。

テーマを絞ったタウンミーティングを市内４～５会場で開催し、次年度予算や今後の施策展開などに反映させ
ていく。

平成２１
年度

※　基本的には、前年度と同様のスタイルで開催するが、タウンミーティングに関するニーズに応え、内容の
充実に努めていく。

フリー方式のタウンミーティングを市内４～５会場で実施する。

対象者、地区限定のタウンミーティングを市内３地区で開催する。

テーマを絞ったタウンミーティングを市内４～５会場で開催し、次年度予算や今後の施策展開などに反映させ
ていく。

７
担当課長　吉田康彦　内線２０６

石井泰一　内線２２１



改革実行プランアクションプログラム 企画部行政改革推進課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

外部評価制度の実施（行政評価システムの充実）

　新たなマネジメントツールとして構築を進めている行政
評価制度をより開かれたシステムとするため、外部評価
制度について検討し、実施します。

企画部（行政改革
推進課）

検討 実施 実施 実施 実施

月

５月

７月

８月
以降

10月
以降

（仮称）総合計画主管部長会議（総合計画の６政策及び３６施策を対象。施策主管課長会議の結果を基に①施
策・事務事業評価を行う。②成果指標について平成２１年度までの目標値の原案を設定する。）

庁議（（仮称）総合計画主管部長会議の結果を基に、①平成１６年度の施策評価・事務事業評価を決定する。②
成果指標について平成２１年度までの目標値の原案を決定する。）

庁議における平成１６年度の施策評価・事務事業評価の結果を公表する。

市民からの意見を聴取し、公表する。

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

【具体的な取組み（改革実施項目）】 検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

（２）情報公開と透明性の確保

①　情報共有化の推進

　市民の参画・協働によるまちづくりを推進するうえで必要な市政に
対する理解と信頼を深めるため、市民と情報を共有できる体制を
整備します。

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

平成１７
年度

＊行政評価システムに関する一連の流れは「方針３　行政運営の効率性を高めます（１）事務事業の見直し①行
政評価システムを活用した事務事業の見直しの推進」に詳細を掲載。

事務事業の改革に関する説明会（全ての事業を対象。平成１７年度事務事業マネージメントシートを用い、平成
１６年度の事務事業の成果と平成１７年度の現状に基づき、平成１６年度の事務事業の評価と、平成１７年度以
降の事務事業の改革・改善案を検討し、実践する。）

施策主管課長会議（総合計画の３６施策を対象。①施策管理シートを用い、平成１６年度の成果と平成１７年度
の現状に基づき施策評価（事務事業の評価、改革・改善案を参考とする）を行う。②施策管理シートを用い、成
果指標について平成２１年度までの目標値の原案を設定する。）

《外部評価制度の研究》
既存の組織や行政活動に関与した人材の活用等も視野に入れながら、外部評価に向けたシステムを構築する。

外部評価の実施

平成１９
年度

外部評価の実施

平成１８
年度

８月

平成２１
年度

外部評価の実施

平成２０
年度

外部評価の実施

８ 担当課長　染谷郁　内線２３１



改革実行プランアクションプログラム 議会事務局

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

議会や審議会等傍聴等制度の充実

　議会や審議会等の情報等傍聴制度の充実を図るととも
に，広報紙やホームページ等を活用し、迅速で積極的な情
報公開に努めます。

企画部（秘書広報
課、行政改革推進
課）、議会事務
局、関係課共通

実施 実施 実施 実施 実施

月

平成２１
年度

同上

平成２０
年度

同上

平成１９
年度

同上

平成１８
年度

同上

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

平成１７
年度

・本会議はもとより各常任委員会・各特別委員会も原則公開としている。

・本会議、各常任委員会・各特別委員会の会議録をホームページで公開している。

・本会議の会議録は、情報公開コーナーをはじめ図書館等にも配架している。

・議会だより等による定期的な会議開催の公表のほか、不定期に開催される委員会開催等もホームページ等
で日程を公表している。

・広報誌（議会だより）やＨ・Ｐの内容充実を図るほか、議会活動の積極的な情報提供に努める。

②　公正・透明性の確保

　市民への説明責任を果たし、一層、公正で透明な市政を進めるため、
市政情報を積極的に公開します。

検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

（２）情報公開と透明性の確保

【具体的な取組み（改革実施項目）】

９ 　北村一郎　内線６０１



改革実行プランアクションプログラム 企画部行政改革推進課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

議会や審議会等傍聴等制度の充実

　議会や審議会等の情報等傍聴制度の充実を図るととも
に，広報紙やホームページ等を活用し、迅速で積極的な情
報公開に努めます。

企画部（秘書広報
課、行政改革推
進課）、議会事務
局、関係課共通

実施 実施 実施 実施 実施

月

８月

４月

４月

４月

４月

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

【具体的な取組み（改革実施項目）】 検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

（２）情報公開と透明性の確保

②　公正・透明性の確保

　市民への説明責任を果たし、一層、公正で透明な市政を進めるた
め、市政情報を積極的に公開します。

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

平成１７
年度

「審議会等の会議の公開に関する指針」は、全ての付属機関を対象として、「会議は公開すること」・「開
催日は事前に公表すること」・「非公開の場合には理由を公表すること」を義務付けている。

＊Ｈ１６年度は、４６付属機関中、１回以上会議を開催した機関は３３機関、内非公開の機関は６機関（非
公開理由公表なし）。

　「審議会等の委員の選任等に関する指針」のヒアリングを通じて、「審議会等の会議の公開に関する指
針」を徹底させる。
《厳守事項》
①審議会等の開催日時、及び傍聴の可否については、事前に公表する。
②迅速に会議録をホームページ、情報公開コーナーにおいて公表する。

平成１８
年度

「審議会等の会議の公開に関する指針」の徹底を関係各課に要請する。

平成１９
年度

「審議会等の会議の公開に関する指針」の徹底を関係各課に要請する。

＊（仮称）自治基本条例等の策定にあわせ、付属機関の見直しを検討する。

平成２０
年度

「審議会等の会議の公開に関する指針」の徹底を関係各課に要請する。

平成２１
年度

「審議会等の会議の公開に関する指針」の徹底を関係各課に要請する。

１０ 担当課長　染谷郁　内線２３１



改革実行プランアクションプログラム 総務部総務課

担当部（課） １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

情報公開制度の見直し
  国は情報公開法の制度運営に関する検討会を開催
し、法施行後4年を目途とした見直しについて、検討
を行い平成17年3月に報告書をまとめた。
　そこで、当該報告書に示された改善措置等を踏ま
え、本市の情報公開条例の見直し等必要な措置を講じ
るもの。

総務部（総務課） 検討 実施 実施 実施 実施

月

方針１　市民の力を活かします
（市民と行政の協働の推進、情報公開と透明性の確保）

【具体的な取組み（改革実施項目）】 検討…改革項目の検討、協議、準備
実施…改革項目の実施（試行、一部実施含む）

（２）情報公開と透明性の確保

②　公正・透明性の確保

　市民への説明責任を果たし、一層、公正で透明な市政を進めるため、市政
情報を積極的に公開します。

年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　施　す　る　内　容

平成１７年
度

・情報公開に関する電子申請システムの創設
　  請求者の利便性と効率性を考慮し申請から開示までの電子化を検討する。

・情報提供の質的充実（情報公開コーナーの充実）
　　行政に関する基礎的情報、市民生活に密接した情報等については、市民からの開示請求を待たず積極的
に公開する。

・情報公開を電子化するために必要な文書管理システムの導入を検討する。

平成１８年
度

・文書管理システムの導入に関する検討

・情報提供の対象文書の検討及び情報公開コーナーの資料充実を図る。

平成１９年
度

・文書管理システムの導入、条例の改正等新制度への体制整備

平成２０年
度

・情報公開に関する電子申請及び電子開示を開始する。

平成２１年
度

１１ 担当課長　高橋道秋　内線２４１
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